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1.はじめに

周知のように大気中への二酸化炭素拡散削減は、

既に国際的な問題である1)。その実現のため我が国

でも種々の対策が検討されているが2,3)、最も効果

的な方策として、特にその排出濃度が高い火力発電

所等大型産業プラントからの排出ガス中二酸化炭素

を適切に分離回収し固定化を行うことが挙げられる。

例えば火力発電所から排出されるガス中の二酸化炭

素濃度は約14%で、大気中の二酸化炭素濃度

0.034%に対して約400倍にもなる。このような大型

プラントから排出される二酸化炭素を拡散すること

なく回収・固定化さらに再利用を行う炭素回生シス

テムを実現すれば、二酸化炭素拡散削減及び新エネ

ルギー開発において非常に有益な方法となる4,5)。

本研究は、火力発電所やゴミ焼却施設等の化石燃

料(石油、石炭、天然ガス等)を大量に使用する大

型施設から排出される排気ガス中に含まれる二酸化

炭素(以後、 C02と記す)を、沖縄の豊富な日射量

〒903-0213沖縄県西原町千原1番地

と高い海水温を活用して高効率に、海藻類を増殖さ

せて海洋植物へのCO2回生(植物にCO2吸着固定

させ、再利用する)させるシステムを開発すること

を目的とする。

その炭素回生システムプロセスのビジョンとして

は、 i)まず火力発電所等における化石燃料(-石

炭)使用によって排出される高濃度C02を低コス

トな新手法で海水に溶かし込み、 ii)つぎにその高

CO2濃度の海水を用いて高効率に海藻類の成長を促

し、 ffi)最終的にはその海藻類を活用しバイオ燃料

化または水産業への応用を図ることで、炭素回生シ

ステムを構築するものである。本研究が目指す炭素

回生システムの構想を図示する。

本報では特に二酸化炭素溶解装置および高濃度二

酸化炭素溶解水(海水、淡水)による藻類培養の有

効性について概説する。また最後に、本研究におけ

る最終目標として、ホソエダアオノリ及びユーグレ

ナを用いたバイオエタノール・バイオディーゼル等

のバイオエネルギー製造、炭素回生システムの実証

可能性を検討する。
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2.二酸化炭素溶解装置および排ガス回収

プロセス

炭素回生システムの実現に向けて、まず、火力発

電所等から排出される排ガス中に含まれる大量かつ

高濃度のC02を、高効率に、安価に、海水中に溶

解させる仕組みとプロセスの構築が必要である。本

研究における第1ステップとして排ガス中のC02を

効率よく分離回収する手法の開発を行った。その概

要について説明する。

2.1　二酸化炭素溶解装置

一般に液体中にC02等の気体を溶解させる方法

には、バブリングと呼ばれるエアレーション技術が

用いられる。熱帯魚飼育の際の水槽への空気流入手

法と同じ手法と思ってよい。この手法は、単純かつ

また安価にシステムを構築可能であるが、気泡が水

面まで上昇する間に液体中にその一部を溶解させる

ものであり、溶解しきれずに水面まで達した気泡内

の大部分のガスは大気に拡散する。そのため、送り

込んだ気体量に対して溶解した気体量が少なく効率

が悪い。

このバブリング方式に対して、本研究では新たに

"無気泡溶解方式"を提案し、その導入方法を検証す

る。これはバブリング方式が液体中に気体(気泡)

を入れる方式に対して、気体中に液体を流入する

"逆転の発想"による気体溶解方式である。本研究で

用いるCO2溶解装置は、本手法を用いたものであ

り、加圧タンク内にCO2ガス(気体)を充満させ

圧力をかけ、その中に海水(液体)を通過させるこ

とで海水中にC02を効率よく溶解させるものであ

る。気体溶解装置に水を通過させることで高濃度の

溶存二酸化炭素水が得られる。水温や汚濁度の影響

を受けることなくC02をほぼ完全に水中に溶解す

ることができるので気泡はほとんど出ず、本体内圧

力や水位を変更することで溶解率の調整ができる。

圧力を高くすれば非常に高濃度二酸化炭素溶解液

(炭酸水化)生成も可能である。本実験で用いた気

体溶解装置の水中への二酸化炭素溶解技術は従来の

気体を水中に通す方法とは違い、気体の中へ水を通

すという逆転の発想から生まれ、気体が均一に溶解

した水を得られることにより、藻類培養に適した条

件化での対応が可能となる。

図2.二酸化炭素溶解装置

2.2　排ガス回収プロセス

本研究では、沖縄電力金武火力発電所2号機から

の排ガスを回収した。火力発電所からの実排ガス回

収のため、発電所内脱硫装置経由後の煙道(地上高

約16m)のサンプリングフランジに仮設エルポ管を

接続し、さらにフレックスチューブ、地上のコンプ

レッサー、エアフィルターで微粒子の除去、エアー

ドライヤーで水分除去を介して、排ガス保管容器

(プロパン用ガスボンベ)に排ガス回収を行った。

火力発電所からの実排ガス回収は初の試みである

が、回収した排ガスにも問題なく安全に行うことが

できた。
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CP:コンプレッサー

AF:エアフィルター

AD:エアドライヤー

図3.排ガス回収プロセス配管図およびその様子
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2.3　実験装置の性能評価試験

本研究ではC02の溶解技術として、バブリング

方式に代わって新たに"無気泡溶解方式"を採用し

た。本方式が火力発電所から排出されるガス中の

CO2溶解に十分な能力があるのか、本方式の溶解能

力を確認しておく必要がある。そこで、本装置設計

において、気体溶解装置タンク内圧力の目安とした

0.15Mpa (1.5気圧)時の場合における純CO2ガス

からの溶液(純水)中へのCO2溶解濃度の時間変

化を示し検討する。

溶解開始から約240秒(4分)まではCO2溶解濃

度は急激に上昇している。その後、 CO2溶解濃度約

25.0%に達して以降はほぼ一定の値をとっている。

これは設定した溶解タンク内ガス圧力での溶液への

CO2溶解濃度が平衡状態に達したためであろう。特

筆すべきは、非常に短時間でかつ高濃度で平衡状態

に達することである。この結果より、 "無気泡溶解

方式"によるCO2溶解能力は非常に高いことが確認

された。
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図4. C02溶解濃度の時間変化

つぎにこの火力発電所から回収した排ガスからの

CO2溶解実験について述べる。純CO2溶解と異な

り、タンク内に流入させた排ガス中のCO2濃度は

約14%であり、そのため早い段階でCO2溶解度は

飽和する。実験装置タンクに注入する排ガスの交換

なしで溶解実験を行った場合、 CO2溶解濃度は約3

%で飽和となった。図5このことから高濃度の溶液

が必要な場合には、溶解タンク内ガス交換が必要で

あることが確認された。ただし、後述するように、

海藻類の成長に適した濃度は約1-2% (自然状態

の海水中C02の約25-50倍)であることから、実

際に排ガスからのC02を利用する場合には、機器

運用エネルギー負荷の観点からも必ずしもガス交換

による高濃度CO2濃縮の必要性についてないもの

と考える。

なおガス交換を行った場合、低圧力(0.12MPa)、

高圧力(0.19MPa)いずれの場合でも、行わない

場合に比べて明らかにCO2溶解濃度が上昇してい

くことが確認された。特に低圧力について、ほとん

ど高圧力と変わらない結果を得た。このことは将来

的に僅かなエネルギーで排ガスからのC02を分離

回収していく際に重要なことで、本実験結果から、

あまり気体圧縮に対してエネルギーを使わない低圧

力条件でのCO2溶解においても、適切にガス交換

することで、十分な量・濃度のC02を分離・回収

することができることを示唆する。今後、十分に実

験、検討を重ねる必要がある。
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図5.排ガス中CO2溶解濃度の時間変化

3.二酸化炭素溶解水(海水、淡水)によ

る藻類の培養

3.1　藻類(海水、淡水)の選択

二酸化炭素溶解海水および淡水による藻類培養方

法として、 "胞子及び発芽体集塊化法(ぶちも栽培

揺)"e　による青海苔系海藻培養と高濃度CO2培養

可能なユーグレナ(淡水性微細藻類¥ 8,9,10)の二種類

を用い、微細藻類高効率高速培養の実証実験を行っ

た。一般に陸上植物に比較して海洋植物の成長は10

倍以上ある。その急速な成長はしばしば湖や海の環

境破壊の原因とさえなる11,12)これは、陸上植物が

固体すなわち「土」の上で生育しているのに対し

て、海洋は液体である「海水」の活動力を利用する

といった差に起因している。また陸上植物と異なり

重力への支柱を必要としないことも要因と考えられ

る13)。今回の炭素回生システムでもこのような優位

点に着目し、排ガスから吸収したC02を植物の成

長に必要な資源として捉え、さらに成長速度を上げ
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ようとするものである。

本研究で使用する海藻として高知大学で研究を進

めている"胞子及び発芽体の集塊化による海藻養殖

揺"手法によるアオノリ集塊を用いた。図表312に

本研究で用いたアオノリ集塊の写真を示す。一般に

アオノリ類は非常に成長速度が速く、 C02を効率的

に吸収させるのに向いた種であることがわかってい

る。なお、アオノリを含む通常の海藻類は岩等に付

着し成長する。そのため、これまでの海藻養殖の場

合、ネット等に海藻種苗を固定する方法が主であっ

た。しかしながらその方法は二次元面での養殖であ

り、高密度で養殖ができない、また海藻の生長がば

らつくといった問題があった。そのため養殖用水槽

単位当たり(設置面積当たり)の収穫量を高めるた

めに、高密度で浮遊養殖が可能となる胞子及び発芽

体の集塊化による海藻養殖法が開発された。これは

海藻が胞子の段階で複数の海藻体が互いに連結する

ように操作し、発芽体の集塊を大量に作って養殖す

る方法である。特に藻類のなかでも日間成長率の高

いホソエダアオノリを本研究では使用した。

r

図6.ホソ工ダアオノリ集塊

つぎに淡水性藻類としてはユーグレナを用いた。

ユーグレナについては既にその培養水槽に排ガスを

抜気させることで、高濃度CO2　低Ph環境下にお

いても非常に良く成長することが確認されているこ

とより本実験で扱う藻類として適当である。またユー

グレナはC02を吸収し、有用な物質を作り出す能

力を持っているとともに、ビタミン、必須アミノ酸

等人間が体外から摂取すべき栄養素をほぼすべて含

有している。またビタミンAを豊富に含むという特

徴があるため、栄養失調で苦しむ人々に、ユーグレ

ナは生きるための必要な栄養を与えること期待され

ている。このため健康食品への利用や水・油に対す

る不溶性・親和性を持つパラミロンを含むことから

化粧品・日用生活品への利用が期待されている。高

濃度CO2溶液状態での培養が可能なことが既に実

証されており、また、食用サプリメント化も可能な

ことから、バイオ燃料化に加えて、食用化への可能

性も高い。

3.2　高濃度二酸化炭素溶解水による藻類培養実験

ホソエダアオノリ、ユーグレナともに高濃度CO2

溶解水で培養することで成長速度(光合成速度)が

増すことが確認された。屋外実験設備での純CO2溶

解海水によるホソエダアオノリ培養実験結果および

排ガス抜気実験によるユーグレナ培養実験結果を例

に示す。

3.2.1　ホソ工ダアオノリ培養結果

ホソエダアオノリの培養については屋内・屋外水

槽実験の場合も純CO2ガスおよび排ガスを用いた

場合の2種類のガスでのCO2溶解海水で実験を行っ

た　CO2溶解濃度は屋内の場合を参考に純C02の

場合が2%、排ガスの場合が1%に調整した。代表

して純CO2ガス、 500L培養槽の場合の実験結果を

示す。

図7.屋外500L培養槽(4基)

500L水槽においても小型水槽の場合と同様に養

殖実験の6日間の間、ほぼ同程度の傾きの曲線で成

長している。 4日目までの自然海水との成長比は約

1.5倍、 6日目で約1.2倍と比較的大きな成長結果と

なった。しかしながら4-6日目においては成長率

が落ちてしまっている。このことはホソエダアオノ

リそのものが比較的大きな海藻に成長することで、

水槽内で互いに絡まり、その結果、成長が落ちてし

まったことに起因する。
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なお排ガスからCO2溶解海水を用いた場合の実

験結果については、屋内でのフラスコ使用時の実験

結果と同じく約1.1倍となった。屋内、屋外を通じ

て火力発電所排ガスから分離溶解したCO2溶解海

水を用いた場合、ホソエダアオノリの成長量が約

1.1倍程度に留まった原因については必ずしも明確

ではない。その要因をいくつか検討すると、まず排

気ガス中のCO2以外の成分で何かしら海藻成長に

阻害を及ぼす成分があったのではないかと考えられ

る。他の要因として考えられるのが、排ガス中の

CO2以外の成分、例えば酸素が海水に溶け込むこと

でpHの変化を促し、これがCO2溶解量が測定器

表示に対しても影響したのではないかと考えられ

る。いずれにせよ現段階では原因は究明できておら

ず、今後詳細に検証していく必要がある。

図8.屋外500L水槽でのホソ工ダアオノリ
成長変化

3.2.2　ユーグレナ培養結果

ユーグレナ培養結果については排ガス通気実験結

果をもとに概説する。今回の一連の実験工程におい

ては高濃度CO2溶解水生成時の滅菌処理が難しく、

梶菌のような細菌が増殖しているため、ユーグレナ

培養には不適当であった。細菌の繁殖を防ぐために

はフィルター滅菌等を行う必要がある。そのため基

3.0
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図9.排ガス通気によるユーグレナ成長変化

本的に排ガス中CO2溶解と同等の溶解水が得るた

めに通気実験を行った。培養開始初日と5日目のユー

グレナの増殖曲線を示す。

発電所排出ガスを直接通気した場合の方が、空気

を通気した場合よりも良好な増殖を示した。過去に

同環境条件下で15%　C02を通気して培養した場合

の比増殖速度と比較しても、本実験の排出ガス通気

培養の比増殖速度は遜色ない値だった。本実験によ

り、発電所排出ガスを通気して、ユーグレナが培養

可能であることを確認できた。

4.バイオ燃料化の検討
現在、トウモロコシ等の澱粉原料、サトウキビか

らの糖原料を基にしたバイオエタノール生産および

その技術開発が行われている14)。しかしながら、こ

れらの食用資源と競合する作物からのバイオエタノー

ル生産はそれを主原料とする食料品の高騰を招く等、

問題が大きい。そこで各国では食用資源と競合しな

いバイオマス資源からのエタノールの生産技術開発

が急速に進められている。このような状況で特に陸

上植物に比べ炭素固定能も高く、藻類からの燃料エ

ネルギー生産が注目されている15)。資源として藻類

は将来有望な原料の1つであり、多くの研究がなさ

れている16,17,18)本節では、上述したホソエダアオ

ノリ、ユーグレナを利用したバイオ燃料化に関する

方法検討、ならびにバイオエタノール化試験を行っ

た結果を示す。なおバイオエタノール化試験は共同

研究者である琉球大学農学部・小西照子准教授、平

良東紀准教授らによる。

バイオエタノールは、糖を原料として微生物によ

る代謝の産物として生成される。本研究で養殖対象

藻類(ユーグレナおよびホソ工ダアオノリ)

J
50%硫酸処理、 50-C、 1 5分

J
炭酸バリウムで中和

遠心操作

上溝

J

=】

酵母によるアルj-ル発酵

J

エタノールに⇒ バイオエタノール

図10.バイオエタノール化試験工程
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としたホソエダアオノリ、ユーグレナは乾燥重量当

たりの全糖量及び糖化液の糖組成分析の結果、比較

的バイオエタノールの生産に適していることが確認

された。その結果を踏まえてバイオエタノール化試

験を行った。その工程概略を示す。

まずユーグレナ糖化液の発酵においては、窒素源

等を添加してなくとも酵母は生育したが、発酵効率

は25%に止まった。この結果より窒素源を添加する

等さらなる改善が求められる。ホソエダアオノリ糖

化液に窒素源として酵母エキス及びポリペプトンを

添加した結果、酵母は良好に生育し、約50%の変換

効率でエタノールが得られた　50%までで止まった

のは海藻中に含まれる塩の影響と思われる。今後糖

化液の前処理による塩類除去(イオン交換カラム処

理等)を行うことにより、酵母の生育及びエタノー

ル収量のさらなる改善が期待される。さらに得られ

(a)発酵液

(C)燃焼試験

図11.バイオエタノール製造および燃焼試験

た発酵液400mLを蒸留した結果、 1.5%エタノール

溶液が50mL得られ、蒸留によって93%以上のエタ

ノールが回収された。図にホソエダアオノリ糖化液

での酵母が良好に生育した様子、蒸留によるバイオ

エタノール抽出およびその燃焼試験の様子を示す。

今回の実験によって、大型藻類である海藻のホソ

エダアオノリからバイオエタノールが生成・回収で

きることが分かった。糖化工程の改善すなわち中和

方法・硫酸除去方法等の変更、糖質加水分解酵素を

用いた糖化等により高濃度の糖化液が得られ、かつ

糖化液の塩分濃度をある程度低下させることができ

れば、十分に酵母は生育し、燃料化に十分なエタノー

ルが得られることが期待される。

5.おわリに

本研究では、 i)石炭等の化石燃料使用によって

排出される高濃度C02を低コストな新手法で海水

に溶かし込み、 ii)つぎにその高いCO2濃度の海

水を用いて高効率に海藻類を増殖させ、 ffi)最終的

にはその海藻類を活用しバイオ燃料化を図ること

で、 「炭素回生システム」の開発を行った。その結

果、本研究で提唱した無気泡溶解装置によるCO2

溶解が高い能力を持つこと、またCO2溶解海水に

よる海藻(ホソエダアオノリ)培養実験において

は、 2%の純CO2溶解海水で、通常の海水での培

養に対して約1.4倍成長が促進されることが確認さ

れた。さらにその海藻からのバイオエタノール化試

験を行った結果、バイオ燃料として期待できること

が確認された。また本稿では示してないが、上記の

工程を通じてエネルギーバランスの試算をした結

果、特に海藻養殖において培養時の海水ハンドリン

グおよびバイオ燃料化前処理(乾燥・脱塩)に要す

るエネルギーが多いことが判明した。これらのプロ

セスの改善を行うことで炭素回生システムが実現可

能であろうと試算しており、今後さらに技術開発を

進める必要がある。

最後に炭素回生システムの構築を考える際のエネ

ルギー・資源に対する「質」的な見方について述べ

たい。一般に環境問題を考えるにあたって二酸化炭

素の排出を減らすこと、またゴミとして扱われてい

るものを回収しリサイクルすることなどは有益なこ

とと思われている。しかしながらそのこと自体が目

的となり、その手法やいかに社会に実装にかかるエ

蝣16-
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ネルギ-などを考えた場合、必ずしも環境に良いと

ばかりとは言えないことも多い。環境に良かれと思っ

て取り組んだことそのものがかえって二酸化炭素の

増加や資源の無駄につながることもありえる。この

ようなことは単にエネルギーや資源の「量」の観

点のみを考えているため(エネルギー・質量保存則)

に起こりえる問題である。環境問題を考える場合

には、さらにエネルギーや資源の「質」の観点、す

なわちエントロピー的な見方を導入する必要があ

る19,20,21)。このような見方から改めて大型プラント

から排出される二酸化炭素について考えてみる。こ

の場合、大型プラントの煙突から排出される前の排

ガス中に含まれる二酸化炭素は大気に拡散した状態

に比べて400倍も密度が高く、エントロピー的に小

さい状態、すなわち価値が高いとも見直すことがで

きる。それでは二酸化炭素を有用とするのは何かを

考えた場合、すぐに植物の光合成が思い起こされ

る。植物(本研究では藻類)にとっては二酸化炭素

が有用な資源となり得るのだ。本研究で提唱した炭

素回生システムはこのようにエネルギー・資源の質

的価値を考慮したエントロピー増大を抑えつつ社会

実装化を意図した試みである22,23)。今回提案したシ

ステムはその単純な一例でしかないが、今後、沖縄

における自然環境の持つポテンシャルおよびプラン

ト等から発生する廃熱等をエントロピー的観点から

考慮し炭素回生システムに導入することで、より良

いシステム化が達成できるものと考える。それによ

り沖縄における持続可能な循環型社会構築に寄与す

るものとなることを信じ今後も研究を進めるもので

ある。
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